
 

東日本大震災において中小機構が整備した店舗等の仮設施設に関して 

 

１． 仮設施設の整備状況（年度別、県別） 

 

※案件数：市町村から中小機構に対して仮設施設の整備要望があった単位を１として集計した数 

 

２．仮設施設の撤去・転用・再譲渡の状況（県別） 

 

３．仮設施設の入居事業者数と退居者の動向 

  中小機構が定期的に市町村に依頼して実施している「入居者等状況調査」の結果をとりまとめたところ、以下

のとおりであった。 

 

（１）仮設施設の県別入居事業者数について 

（令和７年３月末時点）                 （単位：事業者数） 

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 長野県 合計 

０ ４ ６ ５０ ０ ０ ６０ 

 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 

災害対策支援部 

（令和７年３月末現在） 

（令和７年３月末現在） 



（入居事業者数の推移について） 

 

 

 

 

 



（２）退居事業者（岩手県、宮城県、福島県）の動向（令和７年３月末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ３県（岩手県、宮城県、福島県）合計 



② 県別 

 

 

４．その他：（いわゆる）「仮設商店街」について 

 機構で整備した「仮設商店街」の数は累計で７０商店街であるが、令和７年３月末時点の現存 

仮設商店街は１商店街である。 

入居事業者の数も最多時点で９１０者（うち店舗は７５８者）であったが、令和７年３月末時 

点では令和６年１２月末時点と同じく５者（うち店舗は３者）であった。 

※（いわゆる）「仮設商店街」とは、中小機構が整備した仮設施設で、同一敷地内に、入居者（業種：卸売業、小売業、飲食

業、飲食業を除くサービス業）が３社（３店舗）以上あるものを便宜的に位置づけた。 

 


